
  (様式３) 目的設定表( 年度） 予算区分： 要求区分： 確定日（ 年 月 日）

事業ｺｰﾄﾞ 政策コード 政 策 名
施策コード 施 策 名

事 業 名
指標コード 施策目標(指標)名

(tel) 担当者名部 局 名 課 室 名 班名 担当課長名
事業年度 年度 評　　価　　対　　象　　事　　業　（　計　画　）　の　　内　　容 ～ 年度

３．事業目的（どういう状態にしたいのか）１．事業立案の背景(施策目標の達成のために今なぜこの事業が必要なのか)

(重点施策推進方針との関係） 重点事業として要望 その他事業として要望

４．目的達成のための方法

 ①事業の実施主体
２．住民ニーズの状況

 ②事業の対象者･団体①ニーズを把握した対象
受益者 一般県民 （時期： 年 月）  ③達成のための手段

②ニーズの把握の方法
アンケート調査 各種委員会及び審議会 ヒアリング インターネット
その他の手法 （具体的に )

③ニーズの具体的内容

 ④比較した代替手段及び選択した手段の有効性

◎把握してない場合の理由及び今後の方針

 ①理由

 ②今後の方針

５．事業の全体計画及び財源 単位(千円)

事 業 内 訳 左　　の　　説　　明 年度 年度 年度年度 年度 年度 全体(最終)計画順位

財源内訳 左  の  説  明

国 庫 補 助 金

県　　　　　債
そ　　の　　他
一 般 財 源

令和 3年度 6月補正予算令和03 通常 令和03 07 13
0505040814 誰もが元気で活躍できる健康長寿・地域共生社会戦略

04 高齢者や障害者等が安全・安心に暮らせる福祉の充実ケアラー支援・普及啓発事業
その他施策関連事業08

健康福祉部 長寿社会課 介護人材対策班 1364 髙橋直樹 照井利佳

令和03 令和99

　介護や看護及び療養が必要な家族等を無償でサポートする人（ケアラー）の中には、家族が介護す 　ケアラーが介護のために仕事を辞めたり、学業に支障をきたすことのないよう、ケアラーについて
ることが当たり前であるとの義務感等による心身の負担や悩みを抱えている者が多くいるものと推定 相談援助従事者等はもとより、県民一人ひとりがケアラーを理解し、支援できる地域づくりを目的と
される。本県は、日本一の高齢化県であるが、老老介護等が原因で、心身の負担や悩みによる問題が する。
深刻な事態にならないよう、ケアラーを支援する体制を整えることが必要であることから、その実態
を把握するとともに、支援・普及啓発事業を行うことにより、地域全体でケアラーを支えていく仕組
みや体制を構築する必要がある。 ○ ●

特定非営利活動法人秋田県介護支援専門員協会

県民、相談援助従事者、市町村職員等

■ □ R02 12

実態調査・普及啓発セミナー・相談援助従事者に対する研修
■ □ □ □
□

　アンケートの結果から、「相談しやすい環境の整備」、「適切なサービス提供」、「ケアラー本人
への啓発」、「介護や支援の代替サービス環境の整備」が必要であるという回答が多かった。

　直営での実施を検討したが、専門職のネットワークや研修・セミナー開催のノウハウを持つ秋田県介護支援専門員協会へ
委託したうえで事業を実施することにより、住民ニーズを捉えた研修や調査が実施できると判断した。

0 80 3 0 4 0 60 5 0 7

ケアラー支援・普及啓発事業 ケアラーの実態把握を行うとともに、セーフティーネットの有効活用と新たなサポート体
01 制を構築するため、普及啓発・調査事業を展開する。         694         694         694         694        694         694             0

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

                                                                               

            0        694         694         694         694        694        694

            0          0           0          0           0           0           0

            0          0           0           0           0           0          0

            0繰入金：地域医療介護総合確保基金         694         694         694         694        694        694

          0           0           0           0           0             0          0



６．事業の効果を把握するための手法及び効果の見込み

事業の期待
される成果

指標名 指標の種類

成果指標
指標式

業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅰ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北
全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

指標名 指標の種類

成果指標指標式
業績指標

①年度別の目標値（見込まれる成果による指標）指
標
Ⅱ

指　標 年度 年度 年度 年度 年度 年度 年度 最終年度

目標a
実績b ②データ等の出典

東　北

全　国

③把握する時期 当該年度中 月 翌年度 月 翌々年度 月

◎指標を設定することができない場合の効果の把握方法
①指標を設定することが出来ない理由

②見込まれる効果及び具体的な把握方法(データの出典含む)

事業の必要性

現状の課題及び施策目的に照らした事業の必要性

住民ニーズに照らした事業の必要性

事業の県関与の必要性
法令・条例上の義務 内部管理事務 県でなければ実施できないもの

民間・市町村で実施可能であるが、県が関与する必要性が認められるもの
政策評価委員会意見 重点事業の適合及び指標・目標値の適合性判定

重点事業 その他

セミナーの受講により、広くケアラーについて理解を深め、研修会の開催により、必要な

支援を行うことが出来るような社会づくりにしていく。

セミナー受講者数

●セミナー受講者数

○

01 0 2 03 04 0 5 0 6 0 7
       300       350       400         0          0                                0

         0         0

         0         0セミナー受講者状況（長寿社会課調べ）

         0         0

● ○ ○0 3

○
○

0 40 1 0 2 0 3 0 5 0 6 0 7
                                0         0         0         0         0         0

         0         0

         0         0

         0         0

○ ○ ○

　本事業は、相談援助従事者等へのケアラーに対する理解促進を目的として実施するセミ
ナー等であり、ケアラー支援体制の整備等の適切な実施体制を確保する必要がある。

　高齢化率の上昇に伴い、介護サービスの供給も拡大していく中で、県民がケアラーに対
する理解を深め、社会全体でケアラーを支える地域づくりが求められる。

□□ □
■

　本事業は、民間団体と県が一体となって実施する必要があるものである。

○ ○


